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市内米軍施設に係る主な経過について 

 

１ 平成 25 年６月７日以降の経過 

 

平成 25 年 

６月 ７日  基地対策特別委員会 

１ 平成 25 年度の委員会運営方法について 

２ 市内米軍施設の現況等について 

 

 

６月 11 日  「国の制度及び予算に関する提案・要望書」を発表 

【市内米軍施設の返還と跡地利用への支援等】 

（内閣府、財務省、国土交通省、防衛省） 

１ 市内米軍施設・区域の早期全面返還 

２ 跡地利用の具体化に向けた支援等 

３ 米軍施設及び返還施設周辺の生活環境の維持向上 

４ 池子住宅等建設に関する地元要望の最大限の尊重 

※市長が外務大臣(６月 14 日)、内閣官房長官(６月 25 日)、国土交通大臣  

政務官（６月 27 日）に手交 

 

 

８月13日  神奈川県基地関係県市連絡協議会が「平成26年度 基地問題に関する要望書」

を国に提出 

【平成 26 年度 基地問題に関する要望書】 

重点要望項目 

 １ 米軍基地の整理・縮小・早期返還を推進されたい 

 ２ 厚木基地における航空機騒音を解消されたい 

 ３ 米国原子力艦の事故による原子力災害対策を強化充実されたい 

 ４ 日米地位協定の見直しを行うとともに、その運用について、適切

な改善を図られたい 

 ５ 住宅防音工事等、騒音対策の充実を図られたい 

 ６ 国による財政的措置及び各種支援策を充実されたい 

 

 

８月 20 日  基地対策特別委員会視察 

１ 市内米軍施設及び区域等（ヘリコプターによる視察） 

２ 旧小柴貯油施設 

３ 旧富岡倉庫地区 

基地対策特別委員会資料

平成 25 年９月 27 日
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８月 20～21 日 子どもアドベンチャー2013「みんなで学ぼう横浜にある米軍基地」開催 

○場所：政策局基地対策課会議室 

○内容：市内米軍基地や基地返還の取組についてクイズ形式で学習 

基地跡地の未来のイメージを描いてもらう 

米軍航空機の騒音体験 等 

○来場者数：263 名 

 

 

８月 30 日  防衛省が「平成 26 年度概算要求」について本市に連絡 

池子住宅地区及び海軍補助施設に係る提供施設移設整備費 

 ・家族住宅等の建設に要する経費 

  土質調査及び実施設計等      約７億３千３百万円 

 

 

９月３日  基地対策特別委員会視察 

１ 池子住宅地区及び海軍補助施設 

２ 根岸住宅地区 

 

 

９月 13 日  平成 25 年第３回市会定例会 本会議 一般質問 

 

 

９月 18 日  防衛省南関東防衛局から東富士演習場における米軍の訓練実施にあたり、訓

練車両等の搬出入が瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックを経由して行われる旨の

説明があり、これに対し、瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックにおいて弾薬の搬

入が行われないこと、事件・事故が起きることのないよう万全の体制をとる

こと、施設の機能強化につながることのないよう要請 

 

 

９月 25 日  平成 25 年度第１回 金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会 
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２ 本市が委託発注している跡地利用検討等に係る業務 

 

(1) 根岸住宅地区 

件 名 平成 25 年度根岸住宅地区返還跡地利用調査業務委託 

期 間 平成 25 年７月 12 日から平成 26 年３月 25 日まで 

委 託 金 額 1,942,500 円 

委 託 先 株式会社 八州横浜支社 

内 容 ・まちづくり計画の検討 

・事業計画に関する予備検討 

・民間土地所有者等の合意形成支援 等 

 

(2) 深谷通信所 

件 名 平成 25 年度深谷通信所返還跡地利用調査業務委託 

期 間 平成 25 年４月 18 日から平成 26 年３月 20 日まで 

委 託 金 額 2,940,000 円 

委 託 先 株式会社 ランズ計画研究所 

内 容 ・分析評価 

・方針設定 

・構想検討 

・暫定期間中の管理運営手法及び事業手法の検討 等 

 

件 名 深谷通信所跡地における民間活用可能性検討調査 

期 間 平成 25 年９月４日から平成 25 年 11 月 29 日まで 

委 託 金 額 995,400 円 

委 託 先 株式会社 浜銀総合研究所 

内 容 ・対象地区の条件整理（ヒアリングの前提条件整理） 

・民間事業者ヒアリングの実施 

・民間活用の可能性に関する考察 等 

 

(3) 上瀬谷通信施設 

件 名 平成 25 年度上瀬谷通信施設返還跡地利用調査業務委託 

期 間 平成 25 年７月 12 日から平成 26 年３月 25 日まで 

委 託 金 額 2,457,000 円 

委 託 先 株式会社 ニデア 

内 容 ・国有地と民有地の土地整理手法の検討 

・国有地の利用方法の検討 

・広域防災活動拠点と流通施設のあり方検討 

・民有地の農業振興策の検討 等 
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(4) 旧小柴貯油施設 

件 名 (仮称)小柴貯油施設跡地公園基本計画等業務委託 

期 間 平成 25 年７月 30 日から平成 26 年３月 20 日 

委 託 金 額 8,400,000 円 

委 託 先 株式会社 総合環境計画 

内 容 ・事業特性の整理及び地域特性の把握等 

・公園基本計画の策定 

・計画段階配慮書の作成 

・事業推進計画の立案 等 

 


